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１ はじめに
市場ニーズの多様化や産業技術の高度・複合化，製品ライフサイクル
の短縮化する中で，自社以外の異分野の科学技術や要素技術を融合して
開発を進めるオープン・イノベーションが進展している１）。しかも近年
では，製品・サービスの品質や安全性に関する社会の評価は厳しく，か
つ地球環境の保全など様々な社会的課題の解決への期待が高まり，いわ
ゆる社会的責任としての企業活動が注目されている。企業の社会的責任
（Corporate Social Responsibility：CSR）の一環として，例えば環境負
荷を軽減する環境配慮型製品をはじめ，全ての人に使いやすいユニバー
サル・デザインの開発，地域活性化への取り組みなど様々な社会的課題
の解決を図るイノベーションを実現していく上で２），自社以外の高度な
研究成果を保有する大学等の技術を積極的に取り入れるオープン・イノ
論 説
ソーシャル・イノベーションに向けた
産学連携の試論
中 原 秀 登
１）オープン・イノベーションについては，Chesbrough, H., Open Innovation: the
New Imperative for Creating and Profiting from Technology , Harvard Business
School Press,２００３（大前恵一朗訳『OPEN INNOVATION』産業能率大学出
版部，２００４年）を参照。
２）環境配慮型製品をはじめ，ユニバーサル・デザインの開発や地域活性化など
企業の社会的責任とイノベーションの関係については，拙稿「CSRとしての
企業イノベーション」『千葉大学経済研究』第２５巻第４号，２００９年３月，１５７―
２１１頁を参照されたし。
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ベーションの必要性が高まっている。他方で，真理の探究や学術研究の
追究を使命とする大学においても，これまでの教育や研究の他に，研究
成果を社会へ還元する社会貢献が大きな使命となっていた。そこから，
産学連携により大学等での研究活動を企業による社会的課題の解決に向
けて役立て，貢献していくオープン・イノベーションのあり方が重要な
課題となってくる。
これまでも，社会的課題の解決をビジネスの形態を通してソーシャ
ル・イノベーションに取り組む社会的企業についての研究が行われてき
た３）。また社会経済でのイノベーションの促進に向けて，大学等の研究
成果を産業界へ移転，活用する産学連携の意義についても研究されてき
た４）。しかしながら新たな社会的価値の創造を通して社会的課題の解決
を図り，社会変革をもたらす，いわばソーシャル・イノベーションを実
現する企業と，中立的な立場で社会貢献を果たす大学等との産学連携に
よりソーシャル・イノベーションを実現していく意義についての研究は
これまで十分に行われてこなかった。
そこで本研究では，社会的課題を社会的事業により解決し，ソーシャ
３）社会的企業については，以下の先行研究がみられる。谷本寛治編『ソーシャ
ル・エンタープライズ』中央経済社，２００６年，一橋イノベーションセンター
編「特集 ソーシャル・イノベーション」『一橋ビジネスレビュー』第５７巻第
１号，２００９年，４～７１頁，Mulgan, G., Ali, R., Halkett, R., & Sanders, B.,“In
and out of sync: The challenge of growing social innovations”, National Endow-
ment for Science Technology and the Arts. Research Report,September２００７,
pp.９―２４, Mulgan, G.,“Cultivating the Other Invisible Hand of Social Entre-
preneurship: Comprative Advantage, Public Policy, and Future Research,”in
Nicholls, A., ed., Social Entrepreneurship: New Models of Sustainable Social
Change , Oxford University Press,２００６, pp.７４―９５.
４）イノベーションの推進に向けての産学連携の意義については，拙稿「産学連
携による技術移転」『千葉大学経済研究』第２１巻第１号，２００６年６月，１～４８
頁，拙稿「イノベーション推進のための産学連携形態の有機的統合」『千葉大
学経済研究』第２１巻第３号，２００６年１２月，２５５～２９７頁，拙稿「先行開発段階
からの産学共同研究のマネジメント」『千葉大学経済研究』第２６巻第４号，２０１２
年３月，４１９～４６９頁を参照されたし。
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ル・イノベーションを実現していく企業と，社会的課題の解決に向けて
自らの研究成果を社会に貢献させていく大学等との産学連携に焦点を当
て，ソーシャル・イノベーションの実現に対する産学連携の意義，開発
活動の特徴およびそのためのマネジメントのあり方についてみていく。
具体的には，市場で新しい価値を創造するイノベーションの関係の中で，
新たな社会的価値の創造により社会的課題の解決を図り，社会変革をも
たらすソーシャル・イノベーションの特徴を，ソーシャル・イノベー
ションの推進主体としての社会的企業（事業）の特質と合わせてみてい
く。その上で，社会的課題の中で，地球環境問題への関心の高まりとと
もにその解決策として注目を集めている環境負荷の軽減を図り，環境に
優しい環境配慮型製品の開発などを中心に，それらの開発上の特質を踏
まえてソーシャル・イノベーションの実現に向けた産学連携による開発
の意義とそのマネジメントのあり方について考察していく。
そうした考察を通して，社会的課題の解決をミッションとしてソー
シャル・イノベーションの実現を図る社会的企業ないし社会的事業の特
徴を明らかにするとともに，今後大学の社会貢献が重視される中で，社
会的企業ないし社会的事業と大学等の研究活動の連携する産学連携が，
ソーシャル・イノベーションの実現に対してどのような意義をもつかを
明らかにし，そのマネジメントについて明らかにしていく。
２ ソーシャル・イノベーション
１）ソーシャル・イノベーションとは
 ソーシャル・イノベーションの規定
これまでの新製品の開発をはじめ，工程の改良や新市場の開拓といっ
た社会経済に意義ある価値をもたらし，社会経済へ浸透，変革していく
イノベーションの中で，とくに少子高齢化，健康や環境間題など社会一
般の諸課題に対して，事業活動を通して新たな社会的価値を創造し，解
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決することで，新たな社会変革をもたらすソーシャル・イノベーション
が注目されている。
ソーシャル・イノベーションについては，まだ明確に確立された定義
はなく，これまでも様々な研究が行われている。その中で，ソーシャ
ル・イノベーションとは，「技術的な変化というより，社会サービスの
提供の新しい仕組み，さらに社会関係や制度の変化に注目したもの」で
あり５），社会変革による社会関係の変革にウェイトをおいた谷本による
規定がみられる。この社会変革を重視したソーシャル・イノベーション
の規定に対しては，従来のイノベーションでは製品や工程の開発に焦点
が当てられていたとのChristensen等による主唱でもその特徴が窺われ
る６）。このように市場メカニズムを活用した新しい製品・サービスの供
給，それによる新しいシステムの創出と定義されるイノベーションに対
して，とくに社会的課題の解決のために市場メカニズムを活用した新し
い製品・サービスの提供など新しい社会的価値の創造を通して社会変革
という社会的成果をもたらすイノベーションとしてソーシャル・イノ
ベーションを捉えることができる７）。
こうした既存の社会関係の中で新しい社会的価値を創造し，その上で
新しい社会関係を構築するプロセスがソーシャル・イノベーションとい
うことになる。まさに新製品や新工程の開発などこれまでと異なった利
便性や機能，効率性などの新しい価値を追求するばかりでなく，人々の
行動様式や社会との関係を変革する新しい社会的価値の創出をソーシャ
５）谷本，前掲編著，２８頁。
６）ソーシャル・イノベーションとイノベーションの違いについては，Chris-
tensen, C.M., Baumann, H., Ruggles, R., & Sadtler, T.M.,“Disruptive Innova-
tion for Social Change”, Harvard Business Review, Vol.８４, No.１２,２００６, pp.９４―
１０１を参照。
７）Phills等も，イノベーションの中でソーシャル・イノベーションの社会性を重
視している。Phills Jr. J.A, Deiglmerier, K, & Miller, D,T.,“Rediscovering So-
cial Innovation”, Stanford Social Innovation Review, Fall２００８, pp.３４―４３.
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ル・イノベーションと定義することができる。その意味で，「新製品の
開発」をはじめ，「新生産方式の開発」，「新市場の開拓」，「新供給源の
開発」，「新組織の構築」という５つの具体的な現象形態を取り上げ，社
会システムの革新までを包摂したシュンペーターによるイノベーション
の概念の延長線上でソーシャル・イノベーションを捉えることができる。
というのもイノベーションは，元来新製品・新技術の開発やそのための
新たな科学技術的な知識の創出にとどまらず，市場との相互作用の中で
産出された財やサービスにより社会経済に新たな価値をもたらし，社会
を変革していくプロセスまでを対象とした広義の概念で促えられるから
である。
いずれにしても社会的課題の解決には，解決すべき新しい製品やサー
ビス，新しい仕組みの提供など何らかの新しい価値の創出が必要となる。
またその新しい価値が社会で受け入れられて，はじめて社会的課題が解
決されることとなる。まさに社会的課題に対する事業活動により新しい
社会的価値を創出し，解決することで社会に受容され，社会変革をもた
らすことをソーシャル・イノベーションとして捉えることができる。
 ソーシャル・イノベーションの背景
ところで，イノベーションの中でソーシャル・イノベーションが注目
される背景の１つに，これまでの企業の起こすイノベーションだけで多
様な社会的課題に対して十分に対応することができず，社会との関係の
中でこれまでと異なった新たな価値の創出による対応が求められるよう
になってきたことからである。これは，地球温暖化，資源枯渇の懸念，
生態系の危機など地球環境の問題をはじめ，少子高齢化や福祉，健康，
地域活性化などの社会的課題に対して，従来の行政サイドでは財政危機
により，またNPOなど非営利組織もその脆弱な財政基盤から十分な対
応が期待されないことも拍車をかけている。ここに，多様な社会的課題
に対応し，ソーシャル・イノベーションを実現する担い手として行政，
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NPOやボランティア団体などの非営利組織に加えて，ビジネスの手法
を取り入れた企業や事業体による取り組みへの期待が高まってくる。
またソーシャル・イノベーションが注目されるもう一つの理由として，
企業によってもたらされる新製品開発などのイノベーション活動が，
ソーシャル・イノベーションと関連した社会変革を引き起こすなど，企
業のイノベーション活動と社会変革をもたらすソーシャル・イノベー
ションが不可分の関係になってきたことからである。例えば，新たな発
電源として太陽光発電パネルという新製品が開発され，市場に普及する
というイノベーションは，新たな発電源として自ら電気を産み出すとい
う新しい製品価値をもたらすばかりか，従来電力会社から購入していた
電気を自ら産み出して電力会社へ売るという新しい社会関係をもたらす
社会変革を引き起こすケース８）をはじめ，インターネットの出現に代表
されるように企業によるIT関連のイノベーション活動は，社会での情
報通信やコミュニケーションのあり方を一変する大きな社会変革をもた
らし，ネット社会という社会変革が電子マネーやネット取引など企業の
さらなるイノベーション活動に影響を及ぼすとともに，顧客情報の流出
やサイバー攻撃の脅威など情報通信に係る新たな社会的課題をもたらし，
その解決への対応が求められている。
このように企業によるイノベーション活動は，社会との相互作用を通
して社会変革を促すとともに，新たな社会的課題を提示することとなる。
企業のイノベーション活動を通して社会変革がもたらされ，そこからも
たらされた新たな社会的課題に対して解決を図るイノベーション活動が，
いわばソーシャル・イノベーションの推進が企業に求められる。と同時
に，経済システムの担い手である企業は社会の中で存立せざるをえず，
８）所伸之「プロダクト・イノベーションからソーシャル・イノベーションへの
移行プロセスの研究」『経済学論纂』（中央大学）第５０巻第１・２合併号，２０１０
年３月，１６頁。
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そこでの活動は社会の諸課題に対して新しい価値をもたし，解決を図る
ソーシャル・イノベーションの活動と切り離して考えることができなく
なっている。
２）ソーシャル・イノベーションの特質
 ソーシャル・イノベーションのプロセス
社会経済に新たな価値をもたらし，社会的課題を解決し，社会を変革
していくソーシャル・イノベーションのプロセスについて，Mulganに
よると９），第１に社会的課題を発見し，それを解決しようとする人もし
くは組織に係る「Pu１１」の段階と，第２にソーシャル・イノベーショ
ンの創出に関する革新的なアイデアを生成・発展する「Push」の段階，
および「Pull」と「Push」を結びつける効果的な戦略を策定する第３の
段階を通して，第４のソーシャル・イノベーションの普及に関する学習
と適用の４つの段階に分けて論じられている。これは，社会からもたら
される課題としてのプル要因と課題を解決する革新的なアイデアのプッ
シュ要因を統合することによって社会的課題を解決し，かつ同時に経済
的にも持続可能なイノベーションを創出していくプロセスを主張したも
のである。
また谷本は，第１に社会的課題の認知に始まり，第２にそれに対する
新しい社会的商品・サービスの開発やユニークな仕組みの開発を意味す
る「社会的事業の開発」により社会的価値を提示し，第３にその社会的
９）Mulgan, G.,“The Process of Social Innovation”, Innovations: Technology, Gov-
ernance, Globalization, Vol.１, No.２,２００６, pp.１４５―１６２. また社会変革をもたらす
ソーシャル・イノベーションの普及に関するBradachやDeesなどの研究もみ
られる。Bradach, J.L.,“Going to scale: the challenge of replicating social pro-
grams”, Stanford social innovation review, Spring２００３, pp.１８―２５. Dees, J.G.,
Anderson, B.B., and Wei-Skillern, J.,“Scaling social impact: strategies for
spreading social innovations”, Stanford social innovation review, Spring２００４,
pp.２４―３２.
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価値が社会で支持される「市場社会からの支持」，第４に社会的事業を
通して人や社会の関係性を変えていく「社会関係や制度の変化」，第５
にその新しい社会的価値が社会に普及していく「社会的価値の広がり」
の５段階にソーシャル・イノベーションのプロセスを分け，第１・２段
階を創出プロセス，第３・４・５段階を普及プロセスとして説明してい
る１０）。さらに所は，谷本の１・２段階と３・４・５段階の間に，政府の
補助金等の支援にみられる政策的支援の役割，および事業化に対する競
合他社の状況を付け加えてソーシャル・イノベーションのプロセスを論
じている１１）。
これらの見解を踏まえて，ソーシャル・イノベーションのプロセスに
ついては，まず社会的課題を発見，認識することから始まる。次いで，
課題を解決するためのアイデアを創出し，解決に向けて具体的な事業へ
経営資源が投入される。例えば地域社会の抱える様々な課題として大規
模集中発電による災害時等の電力供給リスクの課題に焦点を当てて，
ICT（Information and Communication Technology：情報通信技術）に
よるきめ細かい需要予測シミュレーションと発電量の予測による再生可
能エネルギーを活用した分散電源のマネジメントにより解決していくア
イデアを通して，エネルギーの地産地消という社会的課題の解決をはじ
め，医師不足等に苦しむ地域医療の課題に対して，電子カルテルの共有
化による地域医療のネットワーク拡充によるアイデアで解決し，ソー
シャル・イノベーションを実現しようとしている富士通をはじめ，地球
温暖化や資源枯渇を社会的課題として見出し，その課題に対してリチウ
ムイオン二次電池やセンサー／省電LSIの技術アイデアを通して未来を
切り拓き，また医療問題に対してフィルターや人工腎臓の技術アイデア
１０）谷本，前掲編著，２８頁。
１１）所伸之，前掲稿，１２～１７頁。
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社会的
課題の発見
アイデア
の創出
事業化 事業の評価・
認知
社会変革
により解決を図り，活力ある健康長寿社会というソーシャル・イノベー
ションの実現をめざしている旭化成，あるいはソーシャル・イノベー
ションの原動力となる「２１世紀の人類社会の課題」として，具体的に「地
球持続性」，「食資源」，「健康な生活」の３つの課題に絞り込み，「調味
料」と「先端バイオ関連」の事業に経営資源を集中している味の素など
にみられるように１２），ソーシャル・イノベーションに結びつく社会的課
題を認識し，課題の解決に向けたアイデアを創出し，見極め，その後，
図１のようにアイデアを実現するための経営資源を投入し，事業として
の財やサービスを具現化する事業化の段階を経て，社会から評価，認知
され，社会へ浸透し，新たな社会変革をもたらすプロセスが辿られるこ
ととなる。
 社会的価値
ところで，社会との関係の中で浸透し，社会変革をもたらすソーシャ
ル・イノベーションにおける新たな社会的価値とは，製品機能や効率的
な工程に係る価値にとどまらず，社会のステイクホルダーに係る価値で，
社会に評価，認知され，浸透し，変革していく社会との共創関係から生
まれる価値である１３）。
そこで，企業とステイクホルダーとの共創関係によってもたらされる
社会的価値について，社会的課題の解決としてCO２の削減を図る社会的
１２）『富士通グループ社会・環境報告書２０１２』１０頁，旭化成『CSRレポート２０１２』
１４頁，味の素，環境・社会活動，http:／／www.ajinomoto.co.jp／activity.
１３）共創関係については，坂下昭宣『組織シンポリズム論』白桃書房，２００２年，
２８～３８頁を参照。
図１ ソーシャル・イノベーションのプロセス
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事業活動を通してみていく。企業が社会的課題としてCO２の発生による
環境問題にあることを見出し，それを解決するアイデアとしてCO２を大
幅に削減する画期的な新製品や新工法の開発に見出し，そのアイデアを
実現する製品ないし製造を事業として開始する。新製品や新製造工程の
開発，生産，事業化のための投資には内部資金だけでは賄えず，新株発
行や借り入れなどで資金調達する場合，株主や金融機関との間で株価な
いし企業価値の向上について同プロジェクトによる社会的価値の創出に
対して共鳴させることが必要となる。新しい価値に共鳴することによっ
て，株主や金融機関との間で従来の財務分析による投資や融資活動に加
え，新たな環境問題といった社会的課題の解決に資する投資や融資活動，
ないし地域密着型の金融機関と連携して低利での融資を通してイノベー
ションの推進を図るソーシャル・イノベーション・ファンドにみられる
ような新たな資金調達の関係が創造される。
次いで，従業員に対しては，社会貢献としての環境問題の解決につな
がる社会的事業活動へ取り組むことへのやりがいなどのモチベーション
を同プロジェクトの社会的ミッションに共鳴させることが必要となる。
その共鳴によって，環境問題の他に健康，福祉，少子高齢化など様々な
社会的課題の解決への従業員による自発的な取り組みがもたらされ，社
会的事業活動に対する従業員のロイヤルティが新たに高まる。その結果，
優秀な人材の確保など従業員との間で離職の低下や採用費用の軽減を含
めた新たな関係が創造される。顧客に対しても，CO２削減という環境保
全に貢献しうる新製品に共鳴させることで，顧客との間でこれまでの製
品機能や価格以外に環境による新たな関係づけがもたらされる。さらに
そうした環境配慮型の製品を生産する工場の建設を地域住民に共鳴させ
ることで，地域社会で創出されるこれまでの雇用や税収への貢献の他に，
社会環境に配慮した立地やそれに係る連携関係など様々な地域社会の変
革に影響を及ぼし，地域の活性化につながることにもなる。このように
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企業とステイクホルダーの間で共創関係がもたらされることで，同プロ
ジェクトは新しい社会的価値を共有する事業としてスムーズに実行され，
ソーシャル・イノベーションが実現されることとなる。
いずれにしてもソーシャル・イノベーションにおいてもたらされる新
しい社会的価値とは，社会的課題に係る多様な利害関係者と広く関係す
る価値であり，その価値に共鳴することで新たな社会関係をもたらす価
値である。
３ 社会的企業
１）社会的企業とは
イノベーションにより経済を活性化する事業体と同様の手法で，環境
保全，高齢化・介護・福祉，街づくりなど多様な社会的課題を社会的価
値の創出により解決していく事業主体として社会的企業が注目されてい
る。これは，社会的課題を解決するには，これまでの中心的な担い手で
ある政府や行政機関をはじめ，ボランティア団体，非営利組織（NPO）
だけでなく，企業もあたる必要のあることを示している１４）。ここに，社
会的課題に対して事業活動を通してソーシャル・イノベーションを推進
する事業主体として社会的企業に期待が寄せられることとなる。
事業活動を通して社会的課題を解決する社会的企業については，「社
会的課題をビジネスとして事業性を確保しつつ解決しようとする主体」
として捉えるとともに，「社会的課題への解決をボランティアとして取
り組むのではなく，ビジネスの形で行うという新たな社会的活動の形や
働き方を提供し，新しい社会的価値を産み出し，社会に貢献する事業
体」として経済産業省のソーシャルビジネス研究会報告書により規定さ
１４）ソーシャル・ビジネスの組織形態としては，NPO法人が４６．７％の半数近くを
占め，株式会社など営利法人は２０．５％となっている。ソーシャルビジネス研
究会『ソーシャルビジネス研究会報告書』経済産業省，２００８年４月，６頁。
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れている。なお，社会的企業の活動分野としては，「地域活性化・まち
づくり」をはじめ，「障害者・高齢者・子育て支援，保健・医療・福祉」，
「教育・人材育成」，「環境保全・保護」等の分野となっている１５）。この
ことから，社会的企業は地域活性化，福祉，環境保全など多様の社会的
課題に対して行政サービスやボランティア活動としてではなく，ビジネ
スの形で取り組み，新しい社会的価値を生み出して解決する事業主体と
して位置づけられることとなる１６）。
この規定に基づき，社会的企業はソーシャルビジネス研究会によると，
図２のように，社会的課題の解決に取り組むことを事業活動のミッ
ションとする「社会性」をはじめ，社会的ミッションをビジネスモデ
ルに落とし込み，継続的に事業を推し進め，しかもその目的は利潤最大
化ではなく，事業活動を通して新しい社会的価値を創出することにあり，
１５）同上報告書，１，３，５頁。
１６）社会的企業については，「社会的事業に取り組み，社会的課題の解決に向けて
新しい商品，サービスやその提供の仕組みなど，ソーシャル・イノベーショ
ンを生み出す主体」との谷本による規定（谷本，前掲編著，１３頁）や「これ
までの社会の仕組みそのものを変える事業を開始する，社会変革の担い手」
との今による規定などがみられる。今一生『社会起業家に学べ』アスキー新
書，２００８年，１７頁。
図２ 社会的企業の特徴
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１３０ （７８６）
基本的に社会的成果と経済的成果を一体で追求する「事業性」，および
新しい社会的商品・サービスや，それを提供するための仕組みを新た
に開発，活用し，その活動が社会に広がることを通して新しい社会的価
値を創出する「革新性」の３つの特性を備えているとされる１７）。
このことから，社会的企業は社会的課題を解決するための社会的ミッ
ションをもち，それを実現するために市場システムを利用した事業活動
を通して新しい社会的価値を生み出す事業体である。しかもソーシャ
ル・イノベーションによりもたらされる新しい社会的価値は，社会的課
題に係る多様なステイクホルダーに受容され，社会変革をもたらす価値
であった。したがってソーシャル・イノベーションには，社会的課題を
解決するような社会的ミッションが示されなければならない。別言する
と，社会的企業は社会的課題を解決するために新たな社会的価値を創出
し，ソーシャル・イノベーションを実現する社会的ミッションを起点と
するといえる。その意味で，ソーシャル・イノベーションを実現してい
く上で，将来の発展方針を示す社会的ミッションを企業の経営戦略へ組
み入れることが不可欠となる。
また社会的企業は，継続的な事業活動を通して新しい社会的価値を創
造し，ソーシャル・イノベーションにより社会的課題を解決し，しかも
継続的な事業体として社会的成果と経済的成果を同時に追求する特徴を
もつ１８）。とくに社会的および経済的成果を同時に追求する継続的な事業
１７）ソーシャルビジネス研究会，前掲報告書，３頁。またソーシャル・ビジネス
の特徴として，社会性・事業性・市民性の３つの指摘もみられる。信用中央
金庫総合研究所『コミュニティビジネスをどう捉えるか』２００５年，２～８頁。
１８）「ソーシャル・ビジネスは，投資家に元本を払い戻し，長期の社会的目標追求
をサポートすることから利益をあげるべきである」と，社会問題を解決する
ソーシャル・ビジネスの通常の事業体と同様，利益を追求することの指摘が
ユヌスによってもなされている。Muhammad Yunus, Creating A World With-
out Poverty（２００７），ムハマド・ユヌス著，猪熊弘子訳『貧困のない世界を創
る：ソーシャル・ビジネスと新しい資本主義』早川書房，２００８年，５９頁。
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体という特徴を強調するのも，企業が社会的課題の解決として，例えば
環境に優しい社会性を重視した製品を開発し，市場へ導入しても，社会
における消費者が価格や機能など経済面からそうした環境に配慮した製
品を受け入れなければ事業として成立しないからである。これは，社会
的課題の解決として企業の考える環境に優しいという社会的価値が市場
システムを通して受容され，経済的価値を伴わなければ，ソーシャル・
イノベーションとして，したがって社会的企業の継続的事業として成立
しないことを示唆している。そのため社会的企業によるソーシャル・イ
ノベーションは，社会性と同時に継続的事業としての経済的価値をもた
らさなければ実現しないこととなる。他方で，経済的価値を優先し，社
会性はそれを補足するものと位置づける事業経営も，社会的価値と経済
的価値を同時追求する社会的企業としては成立しないといえる。
つまり社会的企業は，２０１８年に「エレクトロニクス№１の環境革新企
業」になることをグループのビジョンに掲げ，環境に貢献すればするほ
ど事業成長を達成する社会性と経済性の一体化を目指しているパナソ
ニックにみられるように１９），多様な社会的課題を踏まえ，その解決を事
業活動に取り入れ，社会性と経済性を両立させながらソーシャル・イノ
ベーションを実現していく事業体といえる。
２）社会的企業のマネジメント
社会的企業は，その持続的な発展に不可欠な経営戦略として社会的課
題の解決に向けたミッションを掲げて事業活動に取り組むことが求めら
れている。しかしながら多様な社会的課題に対してビジネスの手法を用
１９）パナソニック『Sustainability Report２０１２』３頁。リコーも，また経済性と社
会環境を同軸に捉えた新たな技術革新やビジネスモデルにより持続可能な
ソーシャル・イノベーションを実現しようと考えている。『リコーグループ
サステナビリティレポート２０１２』１７頁。
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いて，しかもイノベーテイブな活動によって経済的かつ社会的価値を同
時に追求していく上で，これまでの経済的価値の追求を主目的とする事
業経営に対して以下のマネジメントが必要となる。
第一に，これまでの経済的価値と同時に，新しい社会的価値の創出を
通して社会的課題を解決することに社会的企業の特徴のあることから，
経済的成果を追求すべく事業ビジョンの他に社会に内在する諸問題に対
して新しい社会的価値を創造し，解決していく目的ないし社会的ミッ
ションをより明確に提示することが必要となる。というのも社会的課題
の解決に向けての想いを経営理念や企業方針として明確に定めることで，
その実現に向けてステイクホルダーとの間でその想いを明確に共鳴させ，
経営資源を社会的事業へ集約して効率的に展開していく可能性が高くな
るからである。そのため，社会的企業にとって社会的課題の解決に向け
て何をしたいのかという想いや使命感など２０）のミッションを経営理念や
企業方針として明示することが必要となる。なかでも将来の予測が困難
な中で自ら社会変革を実現していくには，将来の社会変革に向けての種
が現在の社会的課題の中にあるという前提の下で，その実現への想いを
社会的ミッションとして明確に提示することが必要となる。
社会的課題の解決に向けた想いを経営方針や開発方針として明確にし
ているケースとして，例えば温室効果ガスの削減を重要な社会的課題と
２０）ソーシャル・イノベーションの担い手である社会的起業家に必要な要素とし
て，解決したい気持ちと達成したい使命が取り上げられており，社会的企業
にとって社会的課題の解決への想いや使命感の必要性が窺われる。今，前掲
書，２４４～２４５頁。また「環境への取り組みは売上のためではなく，社会的な
責任として取り組むべき課題である」や「１gでも軽くすることが環境へのや
さしさにつながる」という固い信念の下で，環境問題の解決に資する環境に
優しい極めて軽量な瓶の開発に取り組み，成功したサントリーのケースから
も，社会的事業の推進にとって社会的課題の解決に向けての信念や使命感の
重要性が理解される。立教大学大学院２１世紀社会デザイン学科『環境配慮商
品／サービスにみる，CSR経営に関する調査報告書』２００９年７月１８日，９頁。
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して捉え，太陽光発電による創エネや液晶，LEDなどの省エネ事業活
動を通して環境負荷を大幅に上回る環境貢献を果たしていこうという企
業ビジョン「エコ・ポジティブカンパニー」を掲げているシャープをは
じめ，新しい価値の創造とイノベーションを通して社会的課題の解決に
寄与し，持続可能な社会の実現に貢献していくため「かけがえのない地
球を守るとともに，持続可能な社会づくりに責任を果す」ことを使命と
し，「リコーウェイ」の企業理念を明確にしているリコー，あるいは社
会的課題である地球環境の問題解決に資する「Green R&D」のコンセ
プトの下で，環境の視点に基づく開発方針に沿ってデバイスをはじめと
したグリーンイノベーションの製品開発に取り組んでいる富士通や，地
球環境の問題解決を図るため２００８年に「全ての事業戦略の軸足を地球環
境におき，持続可能な低炭素社会の実現に向けて貢献していく」との経
営方針を明確に打ち出し，この方針に基づいて自社の温室効果ガスの排
出量削減を図るとともに，ライフサイクルの視点から「グリーンイノ
ベーション」を推進している東レのケースなどがみられる２１）。これらの
ケースからも，社会的課題を解決していく社会的事業を推進していく上
で，表１にみられるようにステイクホルダーに共鳴されるような明確な
理念や社会的ミッションを経営方針や開発方針として明示することの必
要性が理解される。
第二に，社会的課題を解決すべきドメインを明確に確定することが必
要となる。というのも多様にわたる社会的課題の解決に向けて事業領域
を明確に設定しなければ，ステイクホルダーにその事業活動を共鳴させ，
社会での存在意義を明確にすることはもとより，経営資源の集中投下に
２１）『シャープ サステナビリティレポート２０１２』４頁，『リコーグループ サス
テナビリティレポート２０１２』１７頁，富士通，先端グリーンICTの研究開発，
http:／／jp.fujitsu.com／about／csr／eco／products／advanced-technology，東レ「プ
レスリリース」２０１１年９月９日。
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よる事業効率を追求することができないからである。
社会的課題の解決に向けて社会的事業領域を明確に設定して事業活動
を展開しているケースとして，例えば「地球持続性」，「食資源」，「健康
な生活」の３つに絞った社会的課題の解決に向けて，「環境資源」，「動
植物栄養」，「先端医療・栄養」の３つの事業領域を明確に設定した上で，
各事業領域に貢献するバイオ関連の技術資源を集中し，迅速に開発成果
を創出するためオープン・イノベーションに取り組んでいる味の素をは
じめ，エネルギー対策，環境負荷の低減，自然災害への対策，少子高齢
化への対策，医療・教育の充実などの社会的課題に対して，再生エネル
ギーの推進により地球温暖化防止に対応していく「社会インフラシステ
ム事業」，フラッシュメモリなど環境性能の高い半導体の「電子デバイ
ス事業」，ノートパソコンなど環境性能の高い「デジタルプロダクト事
業」，環境性能を高めるLED照明などの「家庭電器事業」の４つのドメ
インを設定し，地球内企業として社会的事業に取り組んでいる東芝，太
陽電池，燃料電池，およびリチウムイオン電池など新エネルギー関連分
野での新規部材をはじめ，バイオマス資材，省エネ型住環境資材などの
新規環境資材の「環境・エネルギー分野」を社会的課題を解決すべき重
点事業領域として明確に設定し，経営方針である持続可能な低炭素社会
の地球環境の実現に向けてグリーンイノベーションの開発に取り組んで
いる東レ，あるいは社会的課題の解決を図るには，地球環境の改善に役
立つデバイスの開発にあり，またそうしたデバイスの開発に対するニー
ズがこれからますます高まるとの固い信念の下で，「『地球』と『人』に
焦点を当てたエコデバイスの開発に取り組む」という明確なミッション
を掲げ，新技術により他社製品との差別化を図り，かつ低炭素社会の実
現に大きく貢献する「エコデバイス」をドメインとして積極的に事業展
開しているロームのケース２２）などがみられる。これらのケースからも，
社会的課題の解決に向けた明確な経営理念の下で，社会性と経済性を同
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表
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献
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献
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，
新
た
な
価
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を
お
客
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提
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る
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１３６ （７９２）
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Ｔ
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Ｔ
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わ
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く
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C
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環
境
関
係
の
報
告
書
を
基
に
作
成
。
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時に追求する継続的な社会的事業として事業領域を明確に位置づけるこ
とが必要となる。
第三に，単に社会的課題を解決したいとの想いだけでは，社会性と経
済性を同時に追求する社会的事業を遂行することは困難となることから，
継続的な社会的事業として展開していく競争優位性の保持や確立が必要
となる。そのため想いや社会的ビジョンを実現し，経済性と社会性を同
時に追求する社会的事業としての存在意義を社会に示し，存続し続ける
に相応しいコア技術などの優位性を保持して社会的事業を継続的に展開
することが不可避となる。
優位性の中でコア技術の確立により社会的事業を展開していくケース
として，例えばコア技術の炭素繊維を自動車，航空機用材料の製品へ活
用することで，他社との優位性を確保しながら持続可能な低炭素社会の
実現に向けた社会的事業を展開している東レをはじめ，コア技術の環境
技術「プラスチックの自己循環型マテリアルリサイクル技術」を再生プ
ラスチックの新製品へ活用し，化石資源の消費抑制と資源の有効利用の
貢献に取り組んでいるシャープ，コア技術のアミノ酸技術をベースに，
バイオマスによる省エネ・省資源の「地球持続性」，農林水産物の効率
的生産による「食資源」，高齢者への栄養・健康資源による「健康な生
活」といった２１世紀の人類社会の課題解決の社会的事業に取り組んでい
る味の素のケース２３）などがみられる。これらのケースから，社会的ミッ
ションの実現に向けて社会性と経済性の同時追求を不可避とする社会的
事業を継続的に展開していく上で，コア技術などの優位性を保持するこ
２２）『味の素グループ サステナビリティレポート２０１２』３～２２頁，東芝『CSRレ
ポート２０１２』７頁，東レ・Ｅ＆Ｅセンター，http:／／www.toray.co.jp／news／eco／
nr１１０１０４.html，ローム，http:／／techon.nikkeibp.co.jp／NEAD／special／rohm／p１.
html.
２３）東レ「ニュースリリース」２０１２年２月１３日，『シャープ サステナビリティレ
ポート２０１２』２９頁，『味の素グループ サステナビリティレポート２０１２』２０頁。
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１３８ （７９４）
とが必要となる。
第四に，事業成果が直ぐに現れにくい社会性と経済性を同時に追求し
ながら社会的ミッションの実現を図る社会的事業を展開し続けるには，
通常の特定の利害関係者に係る事業活動以上に社会一般の課題解決に係
る社会からの強い支持やトップのコミットメントが必要となる。トップ
のコミットメントとして，例えば社会的課題の解決に貢献すべく「Inno-
vation by Chemistry」の経営方針の下で，有機合成化学，高分子化学，
バイオテクノロジー，ナノテクノロジーの４つのコア技術を活用し，地
球環境問題や資源・エネルギー問題の解決に資する「グリーンイノベー
ション事業拡大プロジェクト」を社長をリーダーとして取り組んでいる
東レのケースがあげられる２４）。このように企業のトップが社会的課題の
解決に向けたビジョンを明確にし，経営方針に取り入れるなどのリー
ダーシップを発揮し，具体的な計画へ落とし込むことが必要となる。そ
れは，社会的事業に取り組む関係者の間で，ひいては社会的課題に対す
る事業経営の目的を共有する具体的な戦略の策定や実行にとって重要な
役割を果たすこととなる。
また社会的企業は，その事業活動を通して関連するステイクホルダー
に影響を及ぼしていくと同時に，ステイクホルダーに受容されてはじめ
て存在意義をもつことから，ステイクホルダーからの支持や良好な相互
関係の構築が重要となる。ステイクホルダーからの支持や良好な関係を
構築して社会的事業を展開する上で，顧客に対してショールームや展示
会，社員に対しては職場のミーティングや意識調査，株主に対しては株
主総会や説明会，取引先に対してはCSRアンケートやヒアリング，社会
に対しては工場見学や講演などステイクホルダーとのコミュニケーショ
ンを通して良好な関係の構築に取り組んでいるTOTOをはじめ，ステ
２４）東レグループ『CSRレポート２０１２』１０頁。
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イクホルダーとのコミュニケーションを促進するため，全てのステイク
ホルダーとの対話や協働を促進し，その満足度の向上に向けた行動に取
り組み，満足度の向上を図るための課題を設定し，その解決に取り組む
という基本方針を掲げている東レのケースがみられる。また通常の製品
開発で考慮される性能，品質，価格，デザインに加え，社会的課題の解
決としての地球温暖化防止，グリーン化，資源循環に資する「エコロ
ジー」を意識した環境配慮型の製品開発や製品づくりにあたって，単に
環境配慮型の製品開発やものづくりに注力するだけでなく，開発した製
品の環境情報を積極的に社会に公開しているNECや，１９９９年から「環
境情報表示制度」を導入し，エコマークやデータシートにより環境に配
慮している製品の環境情報を発信している日立にみられるように，自ら
の社会的事業活動がステイクホルダーから支持されるように社会への情
報発信を中心にコミュニケーションを図っていくことが不可欠となる２５）。
４ 環境経営
１）環境問題への取り組み
近年，社会的課題として地球環境に及ぼす企業活動の影響から環境問
題への対応が企業の社会的責任（CSR）として注目されている。企業の
社会的責任とは，企業を取り巻くステイクホルダーを中心とした社会的
課題に向き合い，新たな価値の創造につながる事業活動を通して企業と
社会の持続可能な発展に対応していくことである。その具体的な活動領
域として，法令遵守に基づく経済的活動を中心とした基本領域はもとよ
２５）『TOTO CORPORATE REPORT ２０１２』３１頁，東レグループ『CSRレポート
２０１２』５２頁，齋田正之「NECの環境型製品開発の取り組み」『廃棄物学会誌』，
Vol.１０，№３，１９９９年，２１～２５頁。日立『環境活動報告』２０１２年，６２頁。ま
た環境情報を開示している企業数は，２００７年度で１，６３１社（５７．９％）であり，
公開方法としてはホームページ上の記載や環境報告書での公表が多くなって
いる。環境省『平成２１年版環境白書』日経印刷，３１頁。
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り，製品・サービスの安全確保，廃棄物リサイクル対策を含めた地球環
境の保全，労働環境，人権保護，人材育成や地域貢献などの社会環境を
考慮した自主的活動領域をも包含したものであると規定する２６）。こうし
た規定によると，社会を取り巻く課題に対して新たな価値の創造につな
がる事業活動を通して企業と社会の持続可能な発展に対応していくCSR
の一環として，まさに企業は環境問題など幅広い領域で社会的課題の解
決へ取り組まなければならなくなっている２７）。
なかでも「ポスト京都議定書」以降，社会的課題の解決の中で地球環
境問題への企業による取り組みが強く求められている。企業が環境関連
の法規制を遵守することは，企業が社会で存立していく上で基本的な責
任領域であり，さらに進んで企業が環境配慮型製品の開発などで環境問
題へ自主的に関与することは，いまや社会的課題へ対応する社会性とと
もに，経済的パフォーマンスにもつながるようになっている。例えば，
２００４年に企業ビジョン「２０１０年地球温暖化負荷ゼロ企業」を宣言し，温
室効果ガス排出量を可能な限り抑制し，また温室効果ガス削減の大きい
太陽電池事業や環境配慮型家電製品事業を推進しているシャープでは，
２０１１年の環境保全投資３５億円，費用４０４億円に対して，省エネ対策など
により節約された実質的経済効果４２億円，省エネ商品の使用による節電
効果など推定的経済効果２，４６９億円がみられるなど，社会性と同時に経
２６）前掲拙稿「CSRとしての企業イノベーション」，１６５～１７５頁。
２７）市民の求める企業の社会的役割として，また今後企業が社会的信用を得るた
めに力を入れるべきこととして，「環境保護」がそれぞれ６５．９％，７０．５％あげ
られている。このことから，環境問題への対応が，社会的信用を得ることを
含めていまや企業の必然的な社会的役割となっていることが分かる。環境省
『平成１４年版環境白書』ぎょうせい，２７頁。また環境保護の取り組みをみる
と，「省資源，省エネルギー，廃棄物の削減・リユース・リサイクル（３R）」
の比率が６９．１％と最も高く，これに「生産活動，業務遂行における効率向上，
無駄の排除」が５５．６％で続き，「グリーン購入・調達」の３０．９％，「環境配慮
型商品の開発」の２７．７％となっている。商工総合研究所『中小企業の社会
的責任（CSR）に関する調査』２０１２年３月，５９頁。
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済効果を併せて実現しているケースが既にみられる２８）。
企業が環境問題へ取り組み，社会的責任を果たすことは，環境問題の
解決に役立つと同時に，これまでコスト要因と考えられていた環境対策
が企業収益に貢献し，競争優位の獲得につながるようになっていること
を示唆している。こうした企業による環境問題への対応は，これまでの
努力目標として位置づけ，ないし環境対策費用に対する収益回収に重点
をおいた「コスト・収益のトレード・オフ」の関係ではなく，いまや事
業拡大や収益向上のチャンスとしての効果をもたらす関係へと変化して
いる。
したがって社会的課題としての環境問題への企業の対応は，競争優位
を確立し，経済性と社会性を同時に実現する要因として認識されるよう
になり，いまや全社的なプロジェクトとして事業目標に落とし込み，目
標達成を求める経営戦略上の重要な課題となっている２９）。そこから，企
業において今や社会的課題の一つとなっている環境問題へ配慮し，事業
経営へ取り入れていく「環境経営」が社会的事業として推進されること
となる。
２）環境経営とその展開
環境経営と同じ意味で，「環境への負荷の軽減に資する商品・サービ
スを提供したり，様々な社会経済活動を環境保全型のものに変革させう
るうえで役立つ技術やシステム等を提供するようなビジネス」として，
エコビジネスという用語が『平成６年版環境白書』において使われてい
２８）百嶋徹「地球温暖化防止に向けた我が国製造業のあり方」『ニッセイ基礎研所
報』Vol.５０，Summer２００８年，４０頁，『シャープサステナビリティレポート
２０１２』２８頁。
２９）環境に対する経営方針を設定している上場企業の割合は，平成１０年度の
５６．５％から平成１３年度の７１．４％へと上昇しており，環境経営の経営方針への
位置づけが高まっている。環境省『平成１４年版環境白書』，３３頁。
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る３０）。またOECDは，エコビジネスを「水，大気，土壌等への悪影響な
らびに廃棄物，騒音，エコ・システムに関連する問題を測定・防止・削
減・最小化・改善する製品及びサービスを提供する活動から構成され
る」と定義している３１）。これらエコビジネスの規定と合わせて，社会的
課題としての地球や自然環境の問題を解決，改善するための製品やサー
ビスを提供する社会的事業活動が環境経営といえる。
この環境経営への企業の対応のあり方は，『平成１１年版環境白書』に
よると４つに分類されている３２）。第１の対応は，「政府の規制や関係者
の要望等を受け，受動的な形で環境保全に関する取組を行う」規制対応
型である。第２の対応は，「環境対策を事業活動のリスク対応として認
識し，事業者内部の環境管理体制の整備を行い，予防的な取組を行う」
予防的対応型である。第３の対応は，「環境保全を事業者の経営戦略ま
たはビジネスチャンスとして捉え，エコビジネスを展開したり，より環
境負荷の少ない製品の製造の展開を図っていく」機会追求型である。第
４の対応は，「環境保全は企業の社会的責任でありかつ，持続可能な企
業経営のために必要不可欠なことであると捉え，事業活動全体における
環境負荷の削減を図り，また事業活動の持続可能性の観点から他の主体
との連携を図ったり生産する製品の転換，業態の変換等を行う」持続発
展型である。
こうした環境経営への対応は，これまでの企業による環境問題への対
応と関連している。第１の規制対応型の取り組みは，公害防止対策など
１９６０年代から行われていた法規制の遵守を目的としたものである。地球
環境の保全に係る法規への対応は，企業が事業活動を行っていく上で最
低限遵守しなければならない基本領域である。第２の予防的対応型の取
３０）環境庁『平成６年版環境白書（総説）』大蔵省印刷局，１７７頁。
３１）OECD,“The Environmental Goods & Services Industry”,１９９９, p.９.
３２）環境庁『平成１１年版環境白書（総説）』大蔵省印刷局，１０３頁。
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り組みは，環境問題への対応をコスト要因として，したがってコスト・
収益のトレードオフの関係から収益としてプラスになる場合にとられる
消極的な対応であり，企業の収益が損なわれる観点から環境問題へ取り
組まれる受動的な活動である。そして環境問題への認識が一般的とり，
ISO１４０００シリーズに代表される省資源・省エネルギー活動をはじめと
する環境問題への継続的な改善活動が活発化し，生産現場における環境
対応に注力され，環境問題への自主的な対応がCSRの一部として認識さ
れてきた。その上で，さらに環境問題への解決に向けて環境技術を取り
入れた環境配慮型の製品開発をはじめ，生産活動における環境技術の開
発，使用済み製品の回収・分解・再資源化・リサイクル化など企業の取
り扱う環境問題が多様化し，拡大してきた。まさに第３・４の対応は，
こうした環境問題への対応をビジネスチャンスとして捉え，経済性と社
会性の両立しうる継続的な事業活動の観点から取り組まれるなど，CSR
の自主的な領域として戦略的に対応したものである。すなわちリサイク
ル問題など法規制を除き現段階では緊急に求められる対応ではないが，
社会の強い要請からその解決に向けて取り組む自発的かつ戦略的な対応
領域である。
さらに企業による環境経営への組織的な取り組みの展開について，リ
コーを通してみていく。リコーでは，環境経営へ対応する組織として，
１９７０年頃に社会問題として注目を集めた産業公害へ対応するため「環境
推進室」が１９７６年に設立され，規制や予防対応型の対応組織が整備され
た。その後，１９９０年代に入り地球環境問題に注目が集まりはじめると，
リサイクルや商品設計で環境を配慮する「環境対策室」が１９９０年に設置
され（９８年に両室は社会環境本部として統合），多様化する環境問題へ
ビジネスとして自主的に対応する組織が整備された。さらに１９９２年２月
には，環境保全活動と経済価値の創出を同時に実現するリコーグループ
における環境憲法ともいうべき「リコー環境綱領」を設けるなど企業方
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針として環境問題への対応が位置づけられている。このような環境問題
への組織的な対応は，企業の環境活動を法規制や他社動向に対応する受
身の「環境対応」活動から，地球市民としての使命感に基づく自主的な
「環境保全」活動，そして単に環境に配慮するだけでなく，環境保全と
利益創出の同時実現を可能とする「環境経営」活動の３つのステップに
整理し，機会追求や持続発展型の対応へとステップアップさせてきた同
社の環境経営への取り組みと対応したものである３３）。いずれにしても社
会的課題としての環境問題に対して，企業はコスト問題を含めた経済性
と社会性の問題を考慮しながら自らの競争優位を構築していくように取
り組まなければならない。
３）環境配慮型製品の開発
 環境配慮型製品
環境に配慮した製品やサービスを選択，購入する平成１３年のグリーン
購入法の施行もあって，また生産，流通，消費，廃棄など全プロセスを
通じて新たに採取する資源をできるだけ少なくした環境への負荷をでき
る限り少なくする循環型社会の構築という社会的課題への対応策の一つ
として，「環境」をキーワードにした様々な製品づくりに取り組まれて
いる。社会的課題としての地球温暖化の対応に向けてCO２排出量の少な
い「環境にやさしい」製品を開発し，提供すること３４）が，製品の利用者
も環境負荷の軽減に貢献するような製品を購入し，使用するという新た
な社会関係をもたらすソーシャル・イノベーションの一つとして推進さ
れている。他方で，消費者サイドでもグリーンコンシューマーと呼ばれ
３３）『リコーグループ環境経営報告書２０１１』２０頁。
３４）環境省の平成１５年度の調査において，５７．１％の企業でCO２排出量の削減に取り
組んでおり，企業サイドでも積極的に環境問題へ取り組まれている。環境省
『平成１７年版環境白書』ぎょうせい，２２頁。
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るような環境意識が高まり３５），いまや社会的課題としての環境問題への
対応を意識した新たな購買行動が，企業との関係を新たに変革するソー
シャル・イノベーションをもたらすものとなっている。別言すれば，社
会的課題へ対応するエコ商品など環境配慮型の製品開発は，購買行動を
中心にソーシャル・イノベーションの実現をもたらすとともに，企業競
争力の源泉となり，企業の持続的な発展をもたらすともいえる。
 開発要件と特性
ところで，環境配慮型製品については「環境負荷ができるだけ小さい
製品やサービス又は環境負荷の低減に役立つ製品やサービス」と環境省
により規定されている３６）。本稿では，社会的課題となっている環境問題
への対応策としてCO２削減など環境負荷の低減のみならず，快適性など
環境にやさしい品質や性能の改善を含めた広い意味での製品・サービス
として環境配慮型製品を取り扱う。
既存の製品開発と比べて社会的事業としての環境配慮型の製品開発で
は，社会性という「環境」面にウェイトをかけ，「価格」や「性能」と
いった経済性を二の次にして開発が進められることにもなりかねない。
しかしながら環境配慮型の製品開発にあたっても，環境技術に優れた製
品よりも価格や性能，使用感などの品質を優先して市場で受け入れられ
３５）商品の購入に際して，消費者が環境配慮をどの程度考慮するかに対して，「価
格や品質・機能に関係なく，環境保全に配慮した商品を購入する」と「価格
や品質が劣っていても許容できる範囲であれば，環境保全に配慮した商品を
購入する」が合わせて３９．６％を占め，「価格や品質が同程度であれば，環境保
全に配慮した商品を選ぶ」を含めると９５．８％の消費者で環境に配慮した商品
が選択され，消費者の環境意識の高さが窺われる。また一般の製品と比べて
５％から４０％の割高でも環境にやさしい製品を購入するとの回答が６８．６％を
占めており，環境に配慮した製品に対する消費者ニーズの高いことが分かる。
環境省『平成１４年版環境白書』ぎょうせい，２６頁。さらに環境にやさしい製
品を買うことを「意識している」割合は８１．８％を占めており（環境省『平成２２
年版環境白書』日経印刷，１３３頁），こうした消費者の高い環境意識を踏まえ
た製品開発の必要性が高まることとなる。
３６）環境省『環境表示ガイドライン改訂二版』２００９年１１月，１２頁。
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ることから，単に社会性としての「環境」を偏重するのではなく，経済
性としての「コスト」や「性能」の観点から市場で受け入れられるよう
に開発されなければならない。
社会的事業として社会性と経済性の同時追求に配慮した開発のケース
として，例えば環境視点に基づく研究開発を加速化させていくため，富
士通研究所では所内の先端技術の研究開発に対して，その技術が搭載さ
れる製品・サービスの使用段階でのCO２排出量の削減効果（環境貢献度）
を定量的に評価するなど，それまでの技術評価軸であった「性能／機
能・品質」や「コスト」の他に，新たに「環境」を加えた３軸評価によ
るバランスのとれた研究開発が行われている。その結果，中期環境ビ
ジョン「Green Policy ２０２０」の目標実現に向けて環境保全に寄与する
製品の研究開発費は，２００７年の１９４億円から２０１１年の３７０億円へと確かに
増えたが，他方でその経済効果も推定的効果を含めて３１７億円から７１３億
円への増加につながっている３７）。
そのためにも環境配慮型の製品開発に取り組むにあたっては，開発に
必要な能力を保有することはもとより，従来からの価格や機能重視に対
して新たな社会性を踏まえた開発システムへの意識改革が必要となる。
すなわち富士通研究所のヒューマンセントリックなＲ＆Ｄ活動における
デバイスの研究者の場合，自ら開発したデバイスがどのような機器に組
み込まれ，その機器がどのような社会的価値を生み出し，社会変革をも
たらしていくかの構想力が求められように３８），研究者自身が研究成果の
出口イメージを明確に持って，自らの技術開発がどのような社会変革を
もたらすかということを十分配慮して開発テーマを策定するなどの意識
３７）富士通，２０１１年度環境会計の実績（２０１２年７月３１日），http:／／jp.fujitsu.com／
about／csr／eco／management／accounting／２０１１.html.
３８）古川誠一・佐々木繁「富士通研究所のＲ＆Ｄ戦略」『FUJITSU』（富士通研究
所）Vol.６０，№５，２００９年９月，３９４～４００頁。
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改革が必要となろう。
いずれにしても環境問題に対して社会の関心が高まる中で，社会的課
題の解決として環境に配慮した開発体制のあり方が問われることとなる。
しかも深刻化する環境問題は，いまや環境効率の全体最適をめざし，生
産から廃棄に至るまでの全サイクルを視野に入れて開発していかねばな
らなくなっている。というのも既存技術によるガソリン自動車，エアコ
ン，洗濯機のCO２排出量で，それぞれ製造時で１８．６％，４．６％，２４．９％，
使用時で８１．３％，９５．４％，７５．１％と３９），CO２排出量の削減にとっては製
造段階と同時に使用段階での削減対策が重要な課題となるからである。
そのため環境配慮型製品の開発では，開発，設計に始まり，生産，出荷，
その後の消費，回収，廃棄，再生に至るまで企業の関与するスパンが拡
大し，ライフサイクルアセスメント（LCA）を導入して開発していく
ことが必要となる４０）。
また社会的課題としての環境問題は，製造者や消費者はもとより，住
民，関連企業，行政など様々な主体と関係し，その解決にあたっては
種々の参加や協力が必要となる。さらに社会的課題としての環境問題の
解決に関しては，自然科学はもとより，社会科学の領域においても重要
な研究テーマとなっており，学際的なアプローチによる複合的な技術が
求められる。そのため環境問題へ対応していく場合，１社単独で対応す
ることが難しく，多様な外部組織との協力や連携が必要となる。
外部連携として，例えば政府の掲げる２０２０年度までの発電・送電・配
３９）環境省『平成１５年版環境白書』ぎょうせい，２５～２６頁。
４０）日立では，製品のライフサイクルを素材，生産，流通，使用，回収・分解，
適正処理，再使用・再利用の７段階に分類し，素材，生産段階では製品の小
型・軽量化などによる「軽量化」のアセスメントで，使用段階では耐久性・
信頼性などによる「長期使用性」のアセスメントで，再使用・再利用段階で
は再生資源などの利用／リサイクル可能率などによる「再生資源化」のアセ
スメントなど８つのアセスメント項目を通して環境負荷の低減に対する定量
的な評価がなされている。日立『環境活動報告』２０１２年，５９頁。
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電システムの一体となった広範なアプローチが必要となる環境問題へ貢
献する太陽光発電の目標達成に向けて，電気エネルギーの最適利用を高
度化するとともに，低炭素社会の基礎技術を確立するため東大・東工大
をはじめ，東芝・日立など２８法人の共同により取り組んでいるケースを
はじめ，環境負荷を低減する環境に配慮したバイオマスの発酵技術によ
り製造される新しいゴム原料による合成ゴムの開発を異業種のブリジス
トンと共同で進めている，あるいは植物原料から化学品を重合して製造
するバイオベースのナイロン事業を通して，２１世紀の人類社会の課題に
貢献していく低炭素社会および持続可能な資源循環型社会の実現に向け
てバイオマス由来の材料事業を東レと共同で展開している味の素のケー
ス４１）など外部連携による環境配慮型製品の開発や事業への取り組みがみ
られる。
さらに多様かつ広範な領域にわたる環境配慮型製品の開発には，多様
な情報や要素技術に基づく開発体制が必要となる。別言すると，広範な
アプローチを必要とする環境配慮型製品の開発には，単に部門固有の専
門知識，技術やノウハウだけでなく，関係する広範なメンバーや部門の
技術や情報が必要となるといえる。そのため例えば，「全ての事業戦略
の軸足を地球環境におき，持続可能な低炭素社会の実現に向けて貢献し
ていく」との経営方針の下で，グリーンイノベーション事業の拡大に向
けて，将来の技術戦略を多面的な観点から総合的に検討し，グループの
総合力を活かして自社の温室効果ガス排出量の削減とともに，ライフサ
イクルの観点から地球環境の問題解決に取り組むため，グループ全体に
係る環境・エネルギー分野の技術連携拠点として「Ｅ＆Ｅセンター」を
開設した東レにみられるように４２），幅広い視点からの情報や要素技術に
４１）東芝「ニュースリリース」２０１０年５月２１日，『味の素グループ サステナビリ
ティレポート２０１２』２１頁，味の素「ニュースリリース」２０１２年５月３１日。
４２）東レ「プレスリリース」２０１１年１月４日。
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基づく開発を可能にするような開発体制を整備することも必要となろう。
５ ソーシャル・イノベーションに向けての産学連携
１）産学連携の背景
社会的課題の解決に限らず，新しい価値を創造し，イノベーションを
推進していく上で，科学技術の原理を探求している大学等の知的リソー
スを活用していく産学連携が進展している。例えば，自社技術だけで新
しい付加価値を備えた半導体デバイスを生み出すことが困難なため，
８０％以上の開発で産学をはじめとした連携活動を積極的に進めている
ローム４３）や，異分野の知恵を出し合う融合型のテーマを設定し，社会に
役立つ新しい価値を生み出していくため，大学の保有する知的リソース
を最大限に活用している富士通研究所にみられるように，新しい価値を
創造していく上で，基礎的な知見を持った異部門の大学との連携が重要
な開発戦略としてとられている。なかでも先進の科学的リソースが企業
の開発優位性に重要な影響を及ぼす製品や技術開発の分野では，「知」
の創造を担う大学等の研究リソースを活用する産学連携が，開発前のコ
ンセプト策定段階から展開されている４４）。
他方で，産学連携の推進に向けて，大学サイドでの知的財産本部など
の組織整備をはじめ，技術移転促進法（TLO法１９９８年），産業活力再生
特別措置法（日本版バイドール法１９９９年），産業技術力強化法（２０００年）
など一連の法整備により大学等における研究成果を社会へ還元し，有効
活用する法的基盤の整備も進展している。
さらに大学等を含め異分野の事業者の経営資源を有効に組み合わせて
４３）「ロームが描くエコデバイスの未来」，http:／／techon.nikkeibp.co.jp／NEAD／
special／rohm／p１.html,p２_g.html.
４４）コンセプト策定段階からの産学連携については，拙稿「先行開発段階からの
産学共同研究のマネジメント」『千葉大学経済研究』第２６巻第４号，２０１２年３
月，７０～７７頁を参照されたし。
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新事業を開拓するため，既存の枠組みに捉われない有機的な連携を支援
する「新連携支援」（平成１６年度施行）のように４５），大学をはじめ多様
な組織との連携を支援する動きも強まっている。同法の施行された以降
表２ 分野別新連携の推移
件数
年度
分野 ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ 合計（構成比）
環 境 １６ ２４ ２５ １２ １７ ５ ２ １７ １１８（９．６）
省エネルギー ６ ７ １０ １４ ６ １ ３ １０ ５７（４．７）
リサイクル １０ １１ １３ １３ ３ ２ ０ ０ ５８（４．７）
健康・福祉 ３ ５ １７ １３ １１ ３ ４ ３ ５９（４．８）
防犯・防災 ５ ８ ４ ４ ０ ０ ０ ０ ２１（１．７）
衣 食 住 １５ ２２ １５ １３ １３ ５ ８ １２ １０３（８．４）
Ｉ Ｔ ９ １０ １１ １０ １１ ５ １ ８ ６５（５．３）
検査・計測 １２ １４ ８ ９ ８ ４ ４ ０ ５９（４．８）
基 盤 技 術 １７ １３ １６ ２１ １９ １１ １２ ９ １１８（９．６）
次 世 代 １３ １１ ７ ３ ３ ２ ２ ２ ４３（３．５）
日 用 品 ０ ５ ５ １ ４ １ １ ０ １７（１．４）
美 容 １ ２ ３ ０ ３ ０ １ ０ １０（０．８）
抗 菌 １ １ ３ ２ ４ １ ４ ０ １６（１．３）
農 工 連 携 ４ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ８（０．７）
そ の 他 ４５ ２２ １５ ２９ １８ ４ ６ １７ １６３（１３．３）
合 計 ２３３ ２０２ １８３ １９４ １６４ ６３ ７３ １０４ １，２２３
注）次世代は，燃料電池，情報家電，ロボット，光，新素材，バイオの分野を表す。
資料）中小企業基盤整備機構，J-Net２１，新連携認定事業計画検索より作成。
４５）新連携については，拙稿「中小企業の経営革新に対する連携形態の比較考察
（下）」『千葉大学経済研究』第２５巻第２号，２０１０年９月，２０５～２２７頁を参照
されたし。
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の新連携の分野について，表２よりみていく。省エネルギー，リサイク
ルを含めた環境分野が２３３件（１９％）と最も多く，つづいて基盤技術分
野の１１８件（９．６％），衣食住分野の１０３件（８．４％），IT分野の６５件（５．３％），
健康・福祉分野の５９件（４．８％）となっている。新規事業や創業という
イノベーション活動の活発な分野として，環境分野を中心に衣食住，健
康・福祉や次世代の社会的課題に係る分野で新連携支援が積極的にとら
れている。この新連携の推移より，社会的課題の解決に向け，それらの
分野で新しい社会的価値の創出によるソーシャル・イノベーション推進
の可能性の状況が窺われる。
２）大学の社会的責任
少子化や国公立大学の法人化など大学を取り巻く環境は急速に変化し
ており，大学もこれまでの基本的使命である教育・研究のみならず，そ
の知的資源や資産を社会に移転，活用し，社会に貢献していくことが求
められている。これまでの大学の主たる役割は教育と研究にあり，それ
らによる人材の育成や研究の推進が社会へ貢献するものと考えられてき
た。さらに今後は，例えば基礎研究医学の研究成果を臨床現場での疾患
の予防，診断，治療法などに役立てる橋渡しの研究推進を目的に大学の
研究成果の社会還元を図っている横浜市立大学医学部の先端医科学研究
センターのように４６），大学の基礎研究活動の推進および研究成果の社会
還元を目的とした企業との共同研究を活性化する支援施設として産学連
携ラボを整備し，大学で創出された研究成果を産業界での技術革新など
に活用していく社会貢献が大学の第３の使命として注目されている４７）。
４６）横浜市大，http:／／www.yokohama-cu.ac.jp／univ／pr／press／pdf／１２０７３０.pdf.
４７）中央教育審議会『我が国の高等教育の将来像（答申）』（平成１７年１月）にお
ける「第１章 新時代の高等教育と社会」の中で，２１世紀における大学と社
会の関係が述べられ，社会貢献が大学の「第三の使命」とされている。
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このように近年，企業の社会的責任（CSR）が強く求められるように
なってきたと同様，大学の基本である教育，研究，人材育成の他に，研
究と教育成果を広く社会に還元し，説明責任を果たしていく，いわば教
育・研究等を通して社会（ステイクホルダー）の要請や課題等に対して
柔軟に応え，その結果を社会に説明するよう適正な大学運営を行なう大
学の社会的責任（University Social Responsibility：USR）４８）が大学へ求
められるようになっている。したがってUSRを果たしていく上で，社会
の要請や期待を正確に把握し，地域社会や地球環境の保全などの社会的
課題へ対応し，その結果を説明するなど社会へ貢献していくことが求め
られている。
大学の社会的責任や貢献活動が要請される中で，大学が社会との良好
な関係を構築し，信頼性を高める上で，説明責任を果たすことが必要と
なる。そのためにも，大学の社会的活動の成果を社会へ積極的に公表，
開示していくことがUSRとして求められる。USRとしての説明責任を
果たすには，社会との関係の中で，社会的要請に対して大学としてどの
ようなミッションを掲げ，どのような体制で責任を果たしているのか，
そして結果はどうだったかを公表し，説明することが重要となる。また
説明責任を果たしていくことは，様々な部局を巻き込んだ議論の中で
ソーシャル・イノベーションに対する学内のミッションやビジョンを明
確にし，ステイクホルダーの意見を集約しながら，大学と社会との関係
や取り組みを整理していくような意識変革の役割も果たすこととなる。
３）ソーシャル・イノベーションに向けての産学連携
大学サイドにおける外部研究資金の確保や企業サイドにおける革新的
４８）私立大学社会的責任（USR）研究会『２００６年版私立大学の社会的責任に関す
る研究報告』学校経理協会，８頁。
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な技術開発などそれぞれの目的を実現していくため大学等と企業の異な
る部門の連携することが産学連携である。産学それぞれの研究開発のポ
テンシャルを相互作用させることで，研究開発力の向上や革新的な製
品・技術開発につなげるシナジー効果が期待される。その意味で，新し
い社会的価値の創造によるソーシャル・イノベーションの実現にとって，
大学等のもつ高度で基礎的な研究ポテンシャルを活用し，シナジーを発
揮する産学連携は重要な開発戦略といえる。他方で，大学で創出された
知的財産が新しい社会的価値をもつ社会的事業としてソーシャル・イノ
ベーションに結実し，それらによってもたらされる成果が，さらなる
ソーシャル・イノベーションに向けた大学の研究活動を活性化させる関
係づけにも期待される。すなわち大学の研究者が産学連携を通して新し
い社会的課題に接することで，従来の研究活動と異なったアプローチに
より新しい研究成果を創出するという新たな関係づけによる効果に期待
することができる。
いずれにしても企業単独で取り組むことの困難な，あるいは非効率な
社会的課題の解決に向けての研究開発に対して，原理・原則面からの実
証，応用，開発による技術シーズの獲得とともに，社会的課題に対する
研究領域を拡大するなど研究ポテンシャルの向上を通して社会的事業を
推進していく開発戦略の１つとして産学連携は位置づけられる。つまり
自社単独でできない広範な要素技術やアプローチを必要とする社会的事
業での研究開発において，新たな社会的価値を創造し，ソーシャル・イ
ノベーションを実現していく上で，業界の枠を越えた異質な大学等の研
究リソースを活用する産学連携には，開発リスクを軽減し，スピーディ
に開発成果を得るなど研究開発を効率的に進めていく意義が期待される
こととなる４９）。
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４）産学連携の意義
 異質な開発力の融合
多様な社会的課題に対して新しい社会的価値を創出し，ソーシャル・
イノベーションを実現していく上で，異質なアイデアや要素技術など多
様な開発資源が必要となる。異質な開発資源の融合というシナジーを通
して，社会的課題に対して新しい社会的価値を生み出す開発戦略として
産学連携があげられる。そのケースとして，例えば豊かな社会の構築と
いう「ヒューマンセントリックなネットワーク社会を実現するためのＲ
＆Ｄ活動」のビジョンを策定し，異部門のネットワークを介して集めた
知を新たな価値へ変換し，ビジネスチャンスとして大きな社会変革を起
こすという，いわば人やモノの動きから発生する多様な情報を融合し，
解析することで新たな価値を見出し，豊かな社会を構築するとともに，
その新たに構築された社会がさらなる新たな情報をもたらし，融合する
ことでより大きな価値を生み出し，社会変革につなげていくというソー
シャル・イノベーションの実現へ積極的に取り組んでいる富士通研究所
において，異部門のネットワーク化を図り，知を融合するために産学連
携を活用しているケース，あるいは新しい先端材料を創出し，研究・技
術開発をスピードアップしていく上で，異分野の技術者との積極的な交
流を図り，研究成果やアイディアを融合させるために，社外研究機関と
の連携を推進するオープンラボを設置して，産学連携により最先端のナ
ノバイオ技術などの共同研究を実施している東レのケースなどがみられ
る５０）。これらのケースから，社会変革へ結びつけていく新たな社会的価
値を創造していく開発戦略として，大学の異質で高度な専門知識を活用
４９）産学連携は，「自社にない専門的知識の習得」（６４．６％）や「自社単独ででき
ない研究開発の実施」（５０．６％）の他，「研究のスピード向上」（８．２％）や「研
究コストの削減」（３．７％）などの研究開発の効率化への期待から行われてい
る。経済産業省「本格的な産学連携の時代に向けて」『プレスリリース』２００３
年５月８日，３頁。
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する産学連携の意義が看取される。
 スピーディな目的の実現
次いで，発見した社会的課題を解決すべく開発目標やソーシャル・イ
ノベーションを迅速に実現していく上で産学連携がとられる。そのケー
スとして，例えば世界的な課題であるがん新薬の開発成功率を高め，新
薬の開発時間や開発コストの大幅な削減へ結びつけていくため，IT装
薬のシミュレーション技術を活用した開発を東京大学先端科学技術研究
センターやストックホルム大学との産学連携に取り組み，また災害リス
クを軽減する社会的課題に対して，信頼性の高い防災，減災対策の迅速
な実現をめざし，スーパーコンピュータ「京」を活用した高精度の３次
元津波シミュレーションの共同研究を東北大学と連携して取り組んでい
る富士通のケースをはじめ，CO２排出量の削減を目指し，ナフサから目
的とする生産物を高収率で製造できる革新的な触媒の開発により環境に
やさしい資源問題の解決と同時に，早期の事業化を目指して独立行政法
人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）所管事業における「触
媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発」のプロジェクトに
おいて，三井化学など民間企業３社と産業技術総合研究所，東京工業大
学，北海道大学，横浜国立大学と産学官共同で進めているケース，ある
いは地球環境の保全という社会的課題の解決に向けた環境配慮型製品で
ある次世代型CIS薄膜太陽電池をスピーディに開発するには企業単独で
は限界のあることから，産業技術総合研究所（NEDO），立命館大学，東
京工業大学など７機関による産学官連携のコンソーシアムを形成し，そ
の中で昭和シェル石油は製造技術の開発を分担することで開発の迅速化
を図っているケース５１）などがみられる。ここに，社会的課題へ対応して
５０）吉川誠一・佐々木繁，前掲稿，３９４～４００頁，TORAY・研究技術開発体制・産
学官連携，http:／／www.toray.co.jp／technology／network／net_０２１.html.
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いく開発成果および社会的事業をスピーディに実現していくために専門
的な研究リソースを保有する大学等と連携のとられることが理解される。
６ ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携のマネジメント
多様な社会的課題に対して新しい社会的価値を創造し，ソーシャル・
イノベーションを実現していく上で産学連携がとられていた。こうした
ソーシャル・イノベーションの実現に向けた産学連携は，確かに学際的
な研究テーマに対して異質な要素技術の融合を可能にすることをはじめ，
中長期の研究開発に対してリスクを軽減しながらスピーディな開発成果
の実現にその意義がみられた。
とはいえ，これまでの経済性に付け加え，社会性を考慮したソーシャ
ル・イノベーションの実現に向けた産学連携にも課題がみられる。すな
わち産学連携それ自体に対しても，連携先である大学等の研究内容を把
握した上で適切にマッチングしていく問題をはじめ，資金や開発力など
経営資源上の問題，研究開発の進め方や開発成果を実際のビジネスへつ
なげていくなどの問題があげられる５２）。他方で，ソーシャル・イノベー
ションを推進していく上での課題としては，ソーシャルビジネス研究会
によると，「認知度向上」（４５．７％），「資金調達」（４１％），「人材育成」
（３６．２％）が大きな課題となっている。さらに事業展開にあたっての課
題としては，「公的機関との連携」（４２．５％），「担い手不足」（４２．３％），
「認知度が低い」（４１．９％），「資金提供の仕組みの充実」（３７．２％）など
の課題が大きくなっている５３）。このことから，社会的事業が近年注目さ
５１）『富士通グループ社会・環境報告書２０１２』１５～１６頁，三井化学，http:／／jp.mit-
suichem.com／csr／society／industry-university／bio_consortium.htm，昭和シェ
ル石油グループ「ソーラーフロンティア・トピックス」２０１２年７月１１日。
５２）産学連携における大学サイドの問題点については，経済産業省産業技術環境
局大学連携推進課『技術移転を巡る現状と今後の取り組みについて』２００６年
６月，１０頁を参照。
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れ，かつ事業経験の少ないことから事業自体の認知度が低く，また経済
性と社会性を同時に追求していく社会的事業を展開していくにあたって，
資金や人材などの経営資源不足の問題が看取される。
そこで，社会性と経済性を合わせ持った社会的事業を産学連携により
実現し，社会的評価や信頼を得るソーシャル・イノベーショの促進に向
けた方策が必要となり，そのマネジメントのあり方についてみていく。
１）目的の共有化
まずは，産学連携という異部門間の連携による継続的な社会的事業を
通して社会的課題を解決し，ソーシャル・イノベーションを実現してい
く上で，その目的やミッションを明確にし，その想いや目的を産学双方
で共有することが必要となる。というのも産学双方で目的が共有されな
ければ，目的が相互に理解されず，ソーシャル・イノベーションに向け
た産学連携も形だけの連携関係になりかねず，社会的課題の解決に向け
たシナジー効果が見込めないからである。そのため経営者をはじめとし
たリーダー自らが，市場や社会の動向を展望しつつ，ソーシャル・イノ
ベーションに向けた目的やミッションを明確にし，産学連携を経営戦略
や大学方針の中に位置づけ，共有することが必要となる。別言すると，
対等な連携関係を構築し，シナジーを発揮するためにも，産学連携に
よって何を目指すのか，それぞれどのようなメリットがあるかについて
事前に認識，共有することが重要となってくるといえる。
事前に双方の目的を認識して産学連携に至ったケースとして，例えば
東京大学サステイナビリティ学連携研究機構（IR３S）に２００７年２月か
ら研究者を派遣し，「エネルギー持続性フォーラム」を立ち上げている
昭和シェル石油が，低炭素社会による持続可能な社会の実現という共通
５３）ソーシャルビジネス研究会，前掲報告書，９頁。
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の目的を産学双方で予め認識し，長期的なエネルギービジョンや戦略を
策定した上で，ソーシャル・イノベーションに貢献するエネルギー消費
の少ない次世代型CIS薄膜太陽電池の産学共同研究に取り組んでいる
ケースがあげられる。あるいは研究，教育および社会貢献活動の加速を
めざす神戸大学と，自社の技術力の強化を図るカネカ（大阪市）の両者
は，これまでも種々のテーマについて共同研究を実施してきた。さらな
る研究・技術の発展と社会貢献をめざす目的に，双方が合意して包括的
連携を締結した。この包括的連携に基づいて，カネカは社会的課題であ
る「環境・エネルギー」，「健康」，「情報通信」，「食糧生産支援」などを
戦略的事業分野として位置づけ，将来の社会的課題の解決に資する技術
や製品の創出を図ることを目標に，他方で神戸大学は学際領域での研
究・教育を促進し，技術の産業化により地域の社会貢献を図るといった
双方の目的を認識，共有した上で，ソーシャル・イノベーションに向け
た共同研究を推進しているケースもあげられる。
さらに滋賀県を拠点とする日本電子硝子は，地域社会の発展への貢献
という方針の下で，また地域経済の活性化に資することは地域に存立す
る大学の果たす社会的責任と考える滋賀県立大学双方がそれぞれの目的
を認識，共有した上で，ガラス工学分野における包括的産学連携協定を
締結している。この協定を通して，ガラスの特性を最大限に発揮する効
率的な製造技術を活かしていく基盤技術の総合的な研究開発に取り組み，
社会的課題ともいうべき地域産業の振興と学術の発展の観点からソー
シャル・イノベーションの推進に向けた共同研究の展開されているケー
スがみられる。あるいは地域貢献という共通認識の下で社会的課題の解
決が図られたケースとして，北九州市消防局による環境配慮型の消火剤
の産学共同開発があげられる。これまでの社会的課題として放水による
土壌や河川へ負荷のあった消火剤に対して，環境負荷を軽減する消火剤
を開発するため地元で天然石けんの製造事業により地域経済の活性化で
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貢献していたシャボン玉石けん（北九州市），および環境評価や生態へ
の毒性評価のノウハウと実績をもつ地元の北九州市立大学それぞれの環
境配慮への事業活動による地域貢献の目的が一致し，産学連携による開
発プロジェクトが始動され，成功に至っている。この成功要因も，取り
組む開発テーマに対してパートナーそれぞれの明確な目的意識の共有化
をはじめ，目的の実現に向けてそれぞれ得意分野での能力を存分に発揮
したこと，および総務省消防庁の消防防災科学技術研究推進制度での研
究費の確保によるものであったという５４）。これらのケースからも，ソー
シャル・イノベーションの推進に向けた産学連携にあたっては，社会的
課題の解決に向けた目的の共有化の他に，目的を実現するに相応しい能
力をもつ産学間での適切な役割分担による対等のパートナー関係の構築，
資金などのサポートの必要性が理解される。
いずれにしても産学の異部門が対等な連携関係を構築し，ソーシャ
ル・イノベーションの実現に向けて産学連携に取り組む場合，産学それ
ぞれの目的について確認，共有し，目的達成に向けた役割分担に基づい
て独自の能力を発揮することが必要となる。こうした目的の共有化とい
う相互信頼に基づいて，はじめてパートナーそれぞれの能力を活用し，
シナジーを発揮して社会的課題の解決に資することが可能となろう。
２）相互交流
本来，各主体の持つ得意分野の資源やノウハウなどを相互に活かすこ
とで，単独では得られないシナジー効果を期待して構築されるのが産学
５４）以上のケースは，昭和シェル石油『サステイナビリティレポート２０１０』３６頁，
カネカ最新情報，２０１０年１２月１６日，http:／／www.kaneka.co.jp／service／news／
n１０１２１６.html. 滋賀県立大学県大ニュース，２００７年２月１３日，http:／／www.usp.
ac.jp／japanese／news／n_２００７０２１３１３１３２４.html. 山本敏明「新しい消化剤づくり
に燃えた北九州市消防局 産学との連携で環境配慮・少水量型を開発」『産官
学連携ジャーナル』科学技術振興機構，２００７年１０月号，１４～１６頁を参照。
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連携である。そのため産学連携により効果的なシナジーを発揮するには，
適切なパートナーを探索，マッチングすることが重要な課題となる。し
たがってソーシャル・イノベーションの実現に向けて産学連携によりシ
ナジーを発揮していく上でも，適切なパートナーを探索し，マッチング
に向けた相互理解に役立つような情報や人材の交流が必要となる。また
部門や部局を超えて人材や情報などの資源を出し合いながら多様な社会
的課題の解決を図るプラットフォームとしての産学連携をスムーズに進
める上で，必要な時に，必要な相手先へ，必要な情報が伝わらなければ
ならない。そのための情報の発信・収集システムの整備が，しかも一方
的でなく，双方向の情報発信・収集システムの整備が重要となり，その
ための研究会やセミナー，フォーラムなどの開催が必要となろう。
研究会による情報交流として，例えば社会的課題の解決として人の健
康と心地よさを両立させる住環境のあり方の研究を目的に，旭化成ホー
ムズは東京都市大学の教授を座長として２００６年に発足した産学共同研究
会「ひとと住環境研究会」の下で研究活動を続け，そうした研究会を基
に産学双方が活発に交流を重ねた結果，必要以上に設備を使用しない省
エネルギー・環境負荷の低減につながる住宅を産学共同で開発し，社会
的課題の解決に結びつけているケースがあげられる５５）。このケースから
も，社会的課題の解決として新しい住環境をもたらす産学共同開発の成
果も，事前の研究会等での交流を通して相互理解を深めた結果もたらさ
れたものであることが理解される。
また表３にみられるように，東京大学と共同研究を実施しようとする
民間機関等から受け入れる経費などを活用して公益性の高い社会的課題
の解決に資する「社会連携講座」による産学交流のケースもあげられる。
その中で，作製コストが安く，社会的課題の解決につながるクリーンエ
５５）旭化成ホームズ「プレスリリース」２００９年８月６日。
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表３ 東京大学社会連携講座（２１講座）の設置状況
平成２４年１２月現在
部局名 社会連携講座名 設置期間
経費総額
（百万円）
企業名
医学系研究科
（他１講座）
健康空間情報学
Ｈ２１．９
～２５．８
１４０．４ NTTドコモ
脂肪細胞機能制御学
Ｈ２３．４
～２８．３
１５０
ノバルティスファー
マ
工学系研究科
（他７講座）
ナノプロセス工学
Ｈ２０．４
～２５．３
１５０ ディスコ
持続型炭素循環システム
工学
Ｈ２３．６
～２８．３
１００ 国際石油開発帝石
先進電池材料技術
Ｈ２２．１
～２５．３
８９．７ 三菱自動車工業
先端ナノバイオセンシン
グ工学
Ｈ２２．４
～２５．３
５４ ニコン
ソーラーエネルギー変換
型化学プロセス
Ｈ２３．８
～２６．７
１２０ 三菱化学他２社
機能性天然生理活性素材
創出
Ｈ２４．４
～２７．３
６０ エリナ
省エネルギー情報処理の
ための次世代ナノ・マイ
クロデバイスとシステム
Ｈ２４．４
～３２．３
２４０ 日本IBM
人工光合成化学プロセス
Ｈ２４．１２
～２８．３
６６．６６
人工光合成化学プロ
セス技術研究組合
理学系研究科
光電変換化学講座
Ｈ２１．４
～２６．３
１９６ 三菱化学
グリーン・サステイナブ
ル・ケミストリー
Ｈ２４．４
～２７．３
１０８ 昭和電工他６社
大学院情報学環
情報技術によるインフラ
高度化
Ｈ２１．４
～２６．３
１１０ 首都高速道路他３社
資料）東京大学社会連携講座・社会連携研究部門
http:／／www.u-tokyo.ac.jp／res０１／pdf／syakairennkei２４.１２.pdfより作成。
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１６２ （８１８）
ネルギーを作り出す革新的な有機薄膜太陽電池の基礎となる光電変換の
体系的な基礎研究や新しい有機・無機材料の開発，デバイス動作機構の
解明に同大学と三菱化学が共同で取り組んでいる５６）。いずれの講座も，
３～５年の開設期間で，５千万円～１億円以上の経費規模による社会的
課題の解決に資する産学交流が行われている。
いずれにしてもソーシャル・イノベーションの実現に向けての産学連
携にあたっては，情報や人材の交流を基に互いのコミュニケーションを
緊密に行いながら，信頼感を醸成した上でマッチングを図り，目標を共
有していくことが重要となる。そのためにも，関係者の間で相互信頼の
得られるような魅力的な開発力や経営能力を保有した上でマッチングし，
それに基づいて開発テーマを発案し，開発計画を策定することが必要と
なる。
さらに産学の交流に際しては，社会的課題としての健康医療に貢献す
る京都大学とキヤノンの医用画像診断分野における最先端の共同研究を
通して創出される成果について，知財の定義を行った上で発明の特許化
にあたって，両者の間で共同機関への有償譲渡，共同出願，単独出願，
独占実施権のルールを明確にし，発明技術の産業化を促進する知財シス
テムを整備しているように５７），成果の取り扱いに対するルールを双方で
予め明確に取り決めておくことも，ソーシャル・イノベーションの実現
に向けた産学連携にあたっては必要となろう。
３）情報公開
ソーシャル・イノベーションを推進していく上で課題となっていた社
５６）理学系初の社会連携講座「光電変換化学講座」の開設，http:／／www.s.u.-tokyo.
ac.jp／ja／topics／２００９／０７／０６.html.
５７）京都大学・キヤノン協働研究プロジェクト，高次生体イメージング先端テク
ノハブ，http:／／ckpj.t.kyoto-u.ac.jp／structure／structure.htm.
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会での認知度を向上していくには，その活動成果を正しく評価し，社会
に公開し，周知させていくことが，事業活動の説明責任とともに必要と
なる。なかでもソーシャル・イノベーションの成果を適切に評価し，説
明責任を果たすには，経済的成果はもとより，その社会性や社会的価値
に関する評価基準や評価方法を明確にし，関係者の間で納得，周知させ
ていくことが必要となる。
評価方法について，例えば地球環境の問題解決に対して地球温暖化防
止，資源の有効活用，化学物質をライフサイクルにわたって管理する
「環境への影響」に対する快適性・利便性，安全性・信頼性，デザイ
ン・革新性の製品機能や性能から算出される「生活の質」の割合を環境
効率という評価指標で表し，目標達成による地球と調和した人類の豊か
な生活に貢献していくことを示す「ファクターＴ」の独自の評価方法を
導入している東芝のケースがあげられる。すなわち新製品の場合，従来
よりも経済性を中心とした製品価値が２倍になれば価値ファクター２で，
社会性を中心とした環境負荷が半分になれば環境影響低減ファクター２
で，同時に両方が実現されればファクター４という分かりやすい数値評
価を通して社会的事業活動の成果が公表されている。
あるいは新規開発時の製品アセスメントとして，３R（Reduce Reuse
Recycle）を中心とした「エコプロダクツ基準」を１９９５年に設けたNEC
では，２００１年からグリーン購入，省電力，CO２排出量，含有物質などに
関する評価項目を加え，２００７年度から地球環境防止策，資源循環，他社
優位性，環境情報などに関する評価基準を設け，２００８年度からは他社製
品比で環境優位性のある製品開発に適合する審査，承認，登録した透明
性の高いエコシンボルとしての環境ラベルを導入するなど独自の評価方
法を導入して評価の精度を高めていくとともに，活動成果を発信してい
るケースもあげられる５８）。
また産学連携による情報公開については，例えば医薬品やワクチンの
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１６４ （８２０）
提供を通して社会的課題である国民の保健医療水準の向上に貢献する目
的と，大学サイドの日本の医療水準の向上という形での社会へ還元する
目的とを相互に理解した上で，医学・薬学の基礎研究，新薬の臨床開発
で京大などと産学連携を行っているアステラスは，高い倫理性を担保し
た上で企業活動と医療機関等との研究開発資金を中心とした関係につい
て日本製薬工業協会の透明性の高いガイドラインに従って連携活動に関
する情報をウェブサイト等を通して一般に公開し，ライフサイエンスの
社会医療分野での発展に寄与していくと同時に，連携活動の社会への周
知および説明責任を果たしているケースなどがみられる５９）。
社会的事業に対する評価基準や評価項目の設定により，社会的事業活
動に対する透明性や説得性が高まり，社会への説明責任を果たすととも
に，ステイクホルダーへの共鳴を高めていく効果が期待される。また産
学連携による社会的事業活動が社会で適切に評価されると，社会からの
信用や信頼性を通して開発資金や開発人材の確保面で協力が得やすくな
るなどの社会関係がもたらされ，その結果ソーシャル・イノベーション
に向けての開発環境の改善効果も期待される。こうした社会的事業に対
する評価基準や評価項目を明確に設定した上で，その活動成果を社会に
公開し，説明責任を果たすことが，産学連携による社会的事業活動の認
知度を向上していくことにつながることとなろう。
いずれにしても産学連携に係る社会的事業活動の評価方法や評価項目
を明確にし，社会との情報交流を図り，その認知度を高めていくには，
その前提として産学それぞれの社会的ミッションや開発方針を明確にし，
実施している活動について整理することが必要となる。また同時に，社
５８）『東芝グループ環境レポート２０１２』４５頁，立教大学大学院２１世紀社会デザイン
学科，前掲調査報告書，２５，２８頁。
５９）竹中登一「創薬における産学官連携」，http:／／www.astellas.com／jp／ir／library／
pdf／２０１００１１３.pdf.
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会的事業に係るステイクホルダーの意見を反映させることで，産学連携
によるソーシャル・イノベーションの実現につなげるだけでなく，産学
連携による社会的事業に対するステイクホルダーからの信頼性を高め，
より良い連携関係をもたらすことにもなろう。
７ おわりに
経済を活性化していくイノベーションを推進していく上で，また企業
の社会的責任の一環として地球環境の保全など様々な社会的課題の解決
を図るソーシャル・イノベーションを実現していく上で，自社以外の多
様な要素技術を積極的に取り入れるオープン・イノベーションの必要性
が高まっていた。またソーシャル・イノベーションは，社会的課題に対
してステイクホルダーに共鳴されるような新しい社会的価値の創出を，
しかも社会性と経済性の同時追求を不可避とする社会的事業によって実
現されるものであった。
そこで，本研究において新たな社会的価値の創造を通して社会的課題
の解決を図る企業と研究活動の社会貢献を第３の使命とする大学等との
産学連携による社会的事業を通してソーシャル・イノベーションを実現
する意義についてみてきた。そこでは，企業単独で取り組むことの困難
な，かつ広範なアプローチを必要とする社会的課題の解決に向けた開発
活動に対して，産学連携を通して異分野の研究リソースを融合し，開発
リスクを軽減し，スピーディに開発成果を得るなどソーシャル・イノ
ベーションに向けた開発活動を効率的に進めていく意義についてみてき
た。
この産学連携により社会的課題を解決し，ソーシャル・イノベーショ
ンをスムーズに展開する上で，社会における諸課題の解決という目的や
ミッションを明確にし，産学それぞれの間で共有し，かつ保有する得意
分野に基づく適切な役割を分担しつつ，対等の関係で開発活動に取り組
ソーシャル・イノベーションに向けた産学連携の試論
１６６ （８２２）
むことが必要であった。また産学のスムーズな連携関係の構築には，社
会的課題の解決に向けて相応しい適切なパートナーを探索，マッチング
し，相互理解を促進するための情報や人材などの交流活動が必要であり，
さらに社会的事業活動に対する認知度を高め，説明責任を果たしていく
ための適切な評価基準に基づく活動成果の公開も必要となっていた。
（２０１３年１月９日受理）
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Summary
The Introduction to the Industry-University Cooperation to-
wards the Social Innovation
Hideto NAKAHARA
When promoting the innovation, and when realizing the social inno-
vation which aims at the solution of various social subjects, the neces-
sity for the open innovation which takes in various technology posi-
tively is increasing.
In this research, I consider the meaning which realizes the social in-
novation by industry-university cooperation.
When developing the social innovation, the meanings of industry-
university cooperation are seen in that the research resource is util-
ized extensively, and both the economic value and social value are
pursued efficiently.
The following management is needed when carrying out this indus-
try-university cooperation smoothly. sharing the purpose, search-
ing and matching the suitable partner, and the mutual understand-
ing by suitable division of roles and information exchange.
Summary
２７６ （９３２）
